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国立大学法人和歌山大学事業報告書 

 

 

「Ⅰ 法人の長によるメッセージ」 

 

本学は、学則において「学術文化の中心として広く知識を授けるとともに、深く専門の

学芸を研究、教授し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とし、社会に

寄与する有為な人材を育成することを使命とする」ことを掲げている。 

また、本学の第４期中期目標（期間：令和４年度～令和９年度）において、「大きく変化

する社会において次世代の文化、教育そして産業における新しい価値の創造に取り組むと

ともに、その担い手となる人材の育成を、国内外の社会、特に地域社会の多様な関係者と

共に取り組む。このために、社会的、国際的に開かれた大学とし、多様な価値を理解する

教育、新しい価値を創造する研究を進める場としての機能を最大限に発揮するための不断

の努力を行う。さらに、和歌山圏域における中核的教育研究機関として、地域課題の解決

に地域と協働して取り組むとともに、地域の知的活動の高度化に貢献する。」ことを運営方

針として示している。 

大学の基本機能である「教育」「研究」「社会貢献」のうち、「教育」については、高度化・

複雑化する現代社会において文科系・理科系を問わず必要とされるデータサイエンス・Ａ

Ｉの知識技能を有する人材の育成や修士課程において研究を通じて得た専門的知識技能を

社会実装できる人材の育成、また新たな産業創出につながる知的価値を共創できる人材の

育成（アントレプレナーシップ教育）等に取り組んでいる。さらに、産業界や地域社会等

の変化に応じた社会人向けのリカレント教育の推進にも取り組んでいる。 

「研究」については、本学の蓄積された知を最大限に活用したイノベーション創出を通

じ、地域の課題解決、和歌山圏域の産業の発展に貢献するために、複数の教員によるニー

ズドリブン型の研究プロジェクトの構築及び地域との共創研究・事業等に取り組んでいる。 

「社会貢献」については、少子高齢化や国際化、情報通信の進展などの急激な社会変化

に伴って生じる複雑化・多様化・高度化する地域課題の解決に向け、地域と協働して、教

育研究成果の社会実装を通じた地域の価値共創に取り組んでいる。特に、複数の地域拠点

を結ぶネットワーク型の連携体制の構築、地域の自治体、企業及び経済団体との連携・協

力協定の締結促進、協議会の設置及び参加、地域人材の活用等により、地域課題の把握共

有と価値共創を推進している。 

また、国から交付される運営費交付金のミッション実現加速化係数による減額や大学に

求められる機能の高度化・複雑化に対応するための財源・人材確保等、経営環境の厳しさ

が増しているが、これらに対処するために、自己収入増加や外部資金獲得の強化、ＡＩ・

ＲＰＡを活用した業務効率化等に取り組んでいる。 

 

なお、令和６年度の主な取組は、以下のとおり。 

 

・教学マネジメントの推進 

令和５年度に引き続き、「教学マネジメント指針（令和２年１月 22 日中央教育審議会大
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学分科会）」を踏まえた教学マネジメントの推進に取り組んだ。 

学修成果の把握・可視化の一環として実施している、卒業生に対する就職先からの評価の

収集については、従前から実施している書面での情報収集に加え、令和５年度からは本学

教職員が実際に企業等へ訪問し、就職先の担当者や本学卒業生へ直接インタビューを行う

ことで、卒業生の活躍状況や本学の印象、学修成果をより具体的に把握する仕組みを構築

し、令和６年度は、それらのインタビュー記事を和歌山大学ホームページへ掲載すること

により、学修成果の情報公表を進めた。 

さらに、令和５年度に定めた教学マネジメントにおけるＦＤ・ＳＤの活動方針に基づき、

教学マネジメントに関するＦＤ・ＳＤ研修や教員相互のＦＤ授業参観等を継続し、教育の

質や教職員の資質・能力の向上に努めた。 

また、令和６年度は和歌山大学教学マネジメントアドバイザリーボード（質保証外部評

価委員会）の外部有識者による評価を受け、本学の教学マネジメントへの取組は、総合評

価５段階のうち上位２段階の評価を得た。今後も「学修者本位の教育の実現」に向け、外

部有識者の意見も踏まえながら、教学マネジメントのさらなる推進に取り組む。 

 

・ニーズドリブン型研究プロジェクト等の推進 

地元企業との共同研究をさらに推進するために、ニーズを精査し、新たに「重点研究分

野推進事業」と「地域共創型研究プロジェクト」を立ち上げた。 

「重点研究分野推進事業」では、学長自身が、ロボティクス分野を重点的に推進するこ

とを決定し、同研究分野の研究グループがプロジェクト「ロボットおよびＡＩを活用した

次世代スマート農業システムの開発」を開始した。同プロジェクトでは、ロボット工学や

知能情報学、農業経済学などの多分野の研究者が５年間の計画で、農業現場の労働力不足

解消や生産力の向上に資する、ロボットとＡＩを活用した次世代スマート農業システムの

開発と社会実装に取り組んでいる。 

学内公募型の「地域共創型研究プロジェクト」では、プロジェクト「人類の幸福と地域

の発展を目指した糖鎖類の創成と応用利用研究」を開始し、本学研究者が地元企業等とと

もに５年間の計画で、医薬品、食品、化粧品など広い分野への応用利用が可能な「糖鎖」

の次世代型合成法の開発等に取り組んでいる。 

 

・キャンパスの国際化の推進 

学長直轄組織である国際イニシアティブ基幹においてキャンパスのさらなる国際化を推

進した。令和５年度に引き続き、大学間交流協定の締結に取り組み、新たに 15 件の締結

を行うとともに、留学生ＯＢ・ＯＧネットワーク拠点の整備に取り組み、マレーシアに当

該拠点を整備した。地域と連携した留学生の短期交流型プログラムについては、６プログ

ラムを実施し、218 名が参加した。さらに、寄附金を活用して塚本治雄国際交流基金を創

設し、日本人学生の短期海外研修や派遣交換留学等に対する支援を開始した。また、外国

人学生と日本人学生の交流スペースとして、東１号館１階に「塚本治雄国際交流スクエ

ア」を整備した。 

 

・わかやま地域連携プラットフォーム（仮称）設置準備室の設置 
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重点的取組事項（アクションプラン）として、わかやま地域連携プラットフォーム（仮

称）設置準備室を設け、「わかやま地域連携プラットフォーム（仮称）」の設置に向けた、

地方自治体、地元産業界、高等教育機関等との協議を実施した。協議の結果、令和７年４

月に「わかやま地域連携推進プラットフォーム」を設置することについて合意が得られた

ことから、令和７年３月、事務局を栄谷キャンパスから松下会館に移転し、令和７年４月

18 日開催予定の設立総会及び設立記念シンポジウムの準備を進めた。 

今後、本学は「わかやま地域連携推進プラットフォーム」の主導的な役割を担い、各参

画機関が有する様々な知見や資源を結集し、地域課題の解決に取り組むことにより、地域

社会の発展を目指す。 

 

 

Ⅱ  基本情報  

１  ．  国立大学法人等の長の理念や経営上の方針・戦略及びそれを達成するための計画等  

 

和歌山大学は、長年にわたり、和歌山圏域における中核的教育研究機関として地方公共

団体や地元企業、地域の教育機関等と協働して地域課題の解決に取り組んできた。また、

我が国の国立大学として唯一、観光学の分野で学部から博士課程及び専門職大学院まで一

貫した教育課程を有するとともに、近年では社会インフォマティクス学環やデータ・イン

テリジェンス教育研究部門を設置するなど、時代のニーズに合わせた教育組織・研究組織

を積極的に展開し、地域の知的活動の高度化に貢献している。  

 

和歌山大学は、＜未来を切り拓く知の舞台＞としての総合大学を目指し、以下の基本理

念を掲げている。  

 

・教育  

和歌山大学は、知識や技能の獲得とともに新しい時代に対応した教育を提供し、将来の

社会の担い手となるための基礎を有する人材を育成します。  

 

・研究  

和歌山大学は、知識と人材の集積拠点となる地域の総合大学として、多様な分野で研究

の革新と発展に取り組み、優れた研究の成果を通じて社会の発展に寄与します。  

 

・多様性の尊重と協同の精神  

和歌山大学は、多様な背景を持つ人々の集う場となることを尊重し、対話と協同によっ

て未来のための新たな変革を起こしていく精神を育みます。  

 

・地域社会と共存共栄したバリューチェーンの創造  

和歌山大学は、地域における総合大学としての使命を自覚し、地域とともに持続可能な

社会づくりに向けた実践的な取組を推進し、新たな価値の創造を目指します。  
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・世界に開かれた視野  

和歌山大学は、多様な文化や価値観を尊重し、教育と研究を通じて国際社会の発展に貢

献するためのキャンパスのグローバル化を推進します。  

 

・well-being の追求  

和歌山大学は、学生・教職員の心身が健全となり、個々の成長と自己実現を促進するた

めの環境を整備します。  

 

 

２  ．  沿革  

昭和 24 年 ５月 新制大学として設置（学芸学部，経済学部） 

  昭和 29 年 ４月 経済短期大学部設置  

昭和 41 年 ４月 学芸学部を教育学部に名称変更 

経済学研究科修士課程設置 

  平成 ５年 ４月 教育学研究科修士課程設置 

  平成 ７年 10 月  システム工学部設置 

  平成 ８年 ９月  経済短期大学部廃止 

  平成 12 年 ４月 システム工学研究科修士課程設置 

  平成 14 年 ４月 システム工学研究科博士課程設置 

  平成 16 年 ４月 国立大学法人和歌山大学に移行 

  平成 20 年 ４月 観光学部設置 

  平成 23 年 ４月 観光学研究科修士課程設置 

  平成 26 年 ４月  観光学研究科博士課程設置 

  平成 28 年 ４月 教育学研究科修士課程（教職開発専攻）設置 

  令和 ５年 ４月 社会インフォマティクス学環（学部等連係課程実施組織）設置 

観光学研究科観光地域マネジメント専攻（専門職大学院）設置 

 

３  ．設立に係る根拠法  

 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）  

 

４  ．主務大臣（主務省所管局課）  

 文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課）  

 

５  ．組織図  

別紙組織機構図のとおり 

 

６  ．所在地  

和歌山県和歌山市 
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７  ．資本金の額  

27,009,371,339 円（全額 政府出資） 

 

８．学生の状況（令和６年５月１日現在）  

総学生数      4,532 人 

学士課程     3,954 人 

修士課程       402 人 

専門職学位課程    68 人 

博士課程       54 人 

聴講生・研究生等   54 人 

 

９  ．教職員の状況  

   教員 497 人（うち常勤 301 人、非常勤 196 人） 

職員 292 人（うち常勤 147 人、非常勤 145 人） 

（常勤教職員の状況） 

   常勤教職員は前年度比で６人（1.3％）減少しており、平均年齢は 47.4 歳（前年

度 47.5 歳）となっている。このうち、国からの出向者は４人、地方公共団体から

の出向者は 72 人、民間からの出向者は３人である。 

また、女性教職員比率は 34％であるが、「女性活躍推進法」に基づく一般事業主

行動計画において、女性教職員比率 40％を目指すこととしており、教員採用選考

時には女性研究者を優先する方針を立てている。 

 

１０．ガバナンスの状況  

（１）ガバナンスの体制  

当法人では、業務方法書に規定された内部統制に関する基本事項に基づいて制定さ

れた国立大学法人和歌山大学内部統制規則により、所掌する業務における内部統制の

整備及び運用状況を日常的にモニタリングする内部統制推進部門を置き、各部門の長

を当該部門における内部統制推進責任者としている。また、内部統制推進部門の運用

状況の確認と内部統制システムの維持及び改善を行うため、学長及び内部統制担当役

員で組織する内部統制委員会を整備している。さらに、独立的評価として、文部科学

大臣任命による監事を置き、監査の結果に基づき必要があると認められるときは学長

又は文部科学大臣に意見を提出することができることとしているほか、財務諸表、事

業報告書及び決算報告書に対する監査を行う会計監査人並びに監査に関する業務を処

理するとともに内部監査を行う監査室を置いている。 

（２）法人の意思決定体制  

当法人における意思決定は、国立大学法人和歌山大学組織規則により、法人又は大

学の重要事項を審議する役員会並びに法人の経営に関する重要事項を審議する経営協

議会及び大学の教育・研究に関する重要事項を審議する教育研究評議会を整備してい

る。  

  



  

6 
 

１１．役員等の状況  

（１）役員の役職、氏名、任期、担当及び経歴  

 

 

 

  

役   職 氏  名 任     期 経       歴 

学長 本山 貢 令和 5 年 4 月 1 日 

～令和 9 年 3 月 31 日 

平成 16 年 4 月 

 

平成 31 年 4 月 

和歌山大学教育学部

教授 

和歌山大学教育学部

長 

理事 

（教育、入試、

企画、総務） 

添田 久美子 令和 5 年 4 月 1 日 

 ～令和 7 年 3 月 31 日 

平成 24 年 4 月 

 

平成 26 年 4 月 

 

平成 31 年 4 月 

愛知教育大学大学院

教育実践研究科教授 

和歌山大学大学院教

育学研究科教授 

和歌山大学副学長 

理事 

（学生、研究） 

野村 孝徳 令和 6 年 4 月 1 日 

～令和 7 年 3 月 31 日 

平成 21 年 4 月 

 

令和 3 年 4 月 

 

和歌山大学システム

工学部教授 

和歌山大学システム

工学部長 

理事 

（ 産 学 連 携

（研究）） 

岩田 勝吉 令和 6 年 4 月 1 日 

～令和 7 年 3 月 31 日 

令和元年 7 月 

 

日鉄住金テクノロジ

ー取締役相談役 

理事 

（財務、施設、

ガ バ ナ ン ス 強

化） 

松本 吉正 令和 5 年 4 月 1 日 

～令和 7 年 3 月 31 日 

令和 3 年 4 月 兵庫教育大学事務局

長 

同 副学長 

理事 

（ 産 学 連 携

（教育）） 

山形 伸生 令和 5 年 4 月 1 日 

～令和 7 年 3 月 31 日 

平成 24 年 6 月 南海電気鉄道株式会

社グループ事業室部

長 

監事 

（非常勤） 

松原 敏美 平成 28 年 4 月 1 日 

～令和 6 年 8 月 31 日 

昭和 57 年 4 月 

 

弁護士 

監事 

（非常勤） 

柏原 康文 令和 2 年 9 月 1 日 

～令和 6 年 8 月 31 日 

平成 26 年 2 月 株式会社テレビ和歌

山代表取締役社長 

監事（常勤） 福田 充宏 令和 6 年 9 月 1 日 

～令和 10 年 6 月 30 日 

令和 4 年 4 月 

令和 6 年 4 月 

和歌山県危機管理監 

和歌山大学監査室長 

監事（非常勤） 内川 真由美 令和 6 年 9 月 1 日 

～令和 10 年 6 月 30 日 

平成 20 年 12 月 弁護士 
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（２）会計監査人の氏名又は名称及び報酬  

 会計監査人は有限責任 あずさ監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人と同一の

ネットワークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬の額は、

8,085,000 円、非監査業務に基づく報酬の該当はない。 

 

 

Ⅲ  財務諸表の概要  

（１） 貸借対照表（財政状態） 

①  貸借対照表の要約の経年比較（５年） 

（単位：円） 

 

（令和 4 年度） 

・負債合計 

会計基準の改訂により資産見返負債が原則廃止され、資産見返負債が減少したこ

と等による減少 

・純資産合計 

会計基準の改訂により資産見返負債が原則廃止され、臨時利益として資産見返負

債戻入が計上されたことによる増加 

 

② 当事業年度の状況に関する分析 

                             （単位：千円） 

区　　　　　　分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

資産合計 28,082,545,214 28,159,021,337 28,605,725,792 28,815,288,366 28,343,975,111

負債合計 6,266,073,692 5,999,884,401 2,115,994,497 2,266,225,281 2,025,317,759

純資産合計 21,816,471,522 22,159,136,936 26,489,731,295 26,549,063,085 26,318,657,352

資産の部 金　額 負債の部 金　額

固定資産 26,125,891 固定負債 295,042

有形固定資産 25,851,723 長期繰延補助金等 101,481

土地 12,502,187 長期未払金 193,562

　減損損失累計額 △ 116,549 流動負債 1,730,275

建物 19,722,109 運営費交付金債務 165,003

減価償却累計額 △ 10,381,972 未払金 997,256

減損損失累計額 △ 49,530 その他の流動負債 568,016

構築物 2,505,864

減価償却累計額等 △ 1,957,364 負債合計 2,025,318

工具器具備品 3,571,916 純資産の部

減価償却累計額等 △ 2,882,983 資本金 27,009,371

図書 2,740,604 政府出資金 27,009,371

その他の有形固定資産 197,441 資本剰余金 △ 5,835,258

その他の固定資産 274,168 利益剰余金 5,144,544

流動資産 2,218,085

現金及び預金 2,110,171

その他の流動資産 107,913 純資産合計 26,318,657

資産合計 28,343,975 負債純資産合計 28,343,975
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（資産合計） 

 令和６年度末現在の資産合計は、前年度比 471,313 千円（2％）（以下、特に断

らない限り前年度比・合計）減の 28,343,975 千円となっている。主な増加要因と

しては、余裕資金運用により投資有価証券が 198,883 千円増（皆増）となったこと

が挙げられる。主な減少要因としては、高活性触媒構造解析システムの除却や減価

償却等により工具器具備品が 118,011 千円（15%）減の 688,934 千円となったこと

や国際交流会館の減損認識に伴い土地が△116,549 千円（１％）減の 12,385,638 千

円になったことが挙げられる。 

 

（負債合計） 

 令和６年度末現在の負債合計は、240,908 千円（11％）減の 2,025,318 千円とな

っている。主な増加要因としては、業務達成基準適用事業の実施等により運営費交

付金債務が 71,273 千円（76％）増の 165,003 千円になったことが挙げられる。主

な減少要因としては、未払金が 215,123 千円（18％）減の 997,256 千円になったこ

とが挙げられる。 

 

（純資産合計） 

 令和６年度末現在の純資産合計は、230,406 千円（1％）減の 26,318,657 千円と

なっている。主な増加要因としては、前期未処分利益の繰越承認により利益剰余金

が 196,796 千円（4％）増の 5,144,544 千円となったことが挙げられる。主な減少要

因としては、資本剰余金において減価償却相当累計額が 349,424 千円（3%）増の

11,806,121 千円となったことや減損損失相当累計額 165,312 千円を計上したこと

が挙げられる。 

 

 

（２） 損益計算書（運営状況） 

① 損益計算書の要約の経年比較（５年） 

（単位：円） 

 

 （注１）対前年度比において著しい変動が生じている項目とその理由 

   （令和４年度） 

・当期総損益 

会計基準の改訂により資産見返負債が原則廃止され、前年度の期末残高を資産見

返負債戻入（臨時利益）として計上したこと等による増加 

 

（令和５年度） 

・当期総損益 

区　　　　　分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

経常費用 7,404,464,491 7,074,090,836 7,047,552,752 7,072,462,044 7,099,057,751

経常収益 7,517,060,052 7,342,936,717 7,298,171,144 7,276,774,271 7,425,824,791

当期総損益 112,595,559 354,461,378 4,439,165,595 198,537,281 339,514,358
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前年度の会計基準改訂の影響がなくなったことによる減少 

 

② 当事業年度の状況に関する分析 

         （単位：千円） 

 

（経常費用） 

     令和６年度の経常費用は、26,596 千円（0％）増の 7,099,058 千円となってい

る。主な増加要因としては、北３号館外壁改修工事に伴う修繕費の増などにより

一般管理費が 95,553 千円（24％）増の 491,881 千円となったことが挙げられる。     

主な減少要因としては、東１号館改修に伴う消耗品購入がなくなったことなどに

より教育経費が 169,494 千円（16％）減の 876,396 千円となったことが挙げられ

る。 

 

 （経常収益） 

     令和６年度の経常収益は、149,051 千円（2％）増の 7,425,825 千円となってい

る。主な増加要因としては、令和５年度退職手当立替分に係る予算措置などによ

り運営費交付金収益が 203,335 千円（5％）増の 4,113,148 千円となったことが挙

げられる。主な減少要因としては、施設費収益が 32,563 千円（54％）減の 28,022

千円となったことが挙げられる。 

 

 （当期総損益） 

     上記経常損益の状況及び栄谷キャンパスの教育研究環境整備事業に係る修繕費

のために前中期目標期間繰越積立金取崩額 17,011 千円等を計上した結果、令和６

金　額

経常費用（Ａ） 7,099,058

業務費 6,600,921

教育経費 876,396

研究経費 385,830

教育研究支援経費 240,473

人件費 5,008,145

その他 90,077

一般管理費 491,881

財務費用 4,224

雑損 2,032

経常収益（Ｂ） 7,425,825

運営費交付金収益 4,113,148

学生納付金収益 2,725,605

その他の収益 587,072

臨時損益（Ｃ） △ 4,263

前中期目標期間繰越積立金取崩額（Ｄ） 17,011

当期総利益（Ｂ－Ａ＋Ｃ＋Ｄ） 339,514
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年度の当期総損益は 140,977 千円（71％）増の 339,514 千円となっている。 

 

（３） キャッシュ・フロー計算書（キャッシュ・フローの状況） 

① キャッシュ・フロー計算書の要約の経年比較（５年） 

 （単位：円） 

（注１）対前年度比において著しい変動が生じている項目とその理由 

 

（令和２年度） 

  ・業務活動によるキャッシュ・フロー 

      補助金等収入による収入が増加したこと等により増加 

  ・投資活動によるキャッシュ・フロー 

     施設費による収入が減少したこと等により減少 

  ・財務活動によるキャッシュ・フロー 

     リース債務の返還による支払額が増加したこと等により減少 

  

（令和３年度） 

  ・業務活動によるキャッシュ・フロー 

      運営費交付金収入による収入が減少したこと等により減少 

  ・投資活動によるキャッシュ・フロー 

     有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出が減少したこと等により増

加 

 

（令和４年度） 

  ・業務活動によるキャッシュ・フロー 

      人件費支出が減少したこと等により増加 

  ・投資活動によるキャッシュ・フロー 

     有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出が増加したこと等により減

少 

 

 （令和５年度） 

  ・業務活動によるキャッシュ・フロー 

      人件費支出による支出が増加したこと等により減少 

  ・投資活動によるキャッシュ・フロー 

     施設費による収入並びに有形固定資産及び無形固定資産の取得による収入が

減少したこと等により減少 

区　　　　　　分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

業務活動によるキャッシュ・フロー 650,802,601 187,209,880 579,084,880 476,056,530 683,060,309

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 286,812,590 1,529,577 △ 140,715,656 △ 171,923,578 △ 732,621,783

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 76,476,490 △ 80,754,817 △ 85,703,997 △ 85,099,548 △ 91,341,532

資金期末残高 1,571,391,176 1,679,375,816 2,032,041,043 2,251,074,447 2,110,171,441
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 （令和６年度） 

  ・業務活動によるキャッシュ・フロー 

      運営費交付金収入が増加したこと等により増加 

  ・投資活動によるキャッシュ・フロー 

     施設費による収入及び定期預金等の払い戻しによる収入の減少並びに投資有

価証券の取得による支出が増加したこと等により減少 

 

② 当事業年度の状況に関する分析 

（単位：千円） 

（業務活動によるキャッシュ･フロー） 

令和６年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、207,004 千円（43％）増の

683,060 千円となっている。主な増加要因としては、運営費交付金収入が 272,725

千円（7％）増の 4,184,421 千円になったことが挙げられる。主な減少要因として

は、その他の業務による支出が 90,127 千円（26％）増の 431,020 千円となったこ

と、人件費支出が 64,406 千円（1％）増の 4,971,637 千円となったことが挙げら

れる。 

 

    （投資活動によるキャッシュ･フロー） 

     令和６年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、△560,698 千円（326％）

増の△732,622 千円となっている。主な減少要因としては、施設費による収入が

267,934 千円（59%）減の 185,998 千円となった、定期預金等の払い戻しによる収

入が 200,000 千円減（皆減）となったこと及び投資有価証券の取得による支出が

198,692 千円増（皆増）となったことが挙げられる。主な増加要因としては、有形

固定資産及び無形固定資産の取得による支出が 104,589 千円（13%）減の 721,405

千円であったことが挙げられる。 

金　額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ･フロー（Ａ） 683,060

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 1,063,223

人件費支出 △ 4,971,637

その他の業務支出 △ 431,020

運営費交付金収入 4,184,421

学生納付金収入 2,452,245

その他の業務収入 521,571

預り金の減少 △ 9,297

Ⅱ投資活動によるキャッシュ･フロー（Ｂ） △ 732,622

Ⅲ財務活動によるキャッシュ･フロー（Ｃ） △ 91,342

Ⅳ資金に係る換算差額（Ｄ） －

Ⅴ資金減少額（Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） △ 140,903

Ⅵ資金期首残高（Ｆ） 2,251,074

Ⅶ資金期末残高（Ｇ＝Ｆ＋Ｅ） 2,110,171
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   （財務活動によるキャッシュ･フロー） 

     令和６年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、6,242 千円（7％）減の△

91,342 千円となっている。主な減少要因としては、利息の支払額が 3,143 千円

（267％）増の△4,322 千円となった、リース債務の返済による支払額が 3,099 千

円(4%)増の 87,020 千円になったことが挙げられる。 

 

（４）主なセグメントの状況 

① 教育学部・教育学研究科セグメント 

教育学部・教育学研究科セグメントは、教育学部、教育学研究科（教職大学院）

により構成され、幅広い視点と柔軟な思考力を持った未来の教育を担う人材育成を

目的としている。令和６年度においては、初等教育にシフトしたカリキュラム改革

を軌道に乗せ、その結果としての教員就職率の向上に努め、小規模校・へき地教育

と教育ボランティア活動の推進、教職大学院及び附属学校における教育研究機能の

強化、学部と附属学校などで行う共同研究の推進等で成果をあげた。また、適正な

入学定員の見直しを行い、よりきめ細かな指導体制を整備した。 

教育学部・教育学研究科セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収

益 454,037 千円（47％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生

納付金収益 442,283 千円（46％）、受託研究収益 4,997 千円（1％）、寄附金収益

3,578 千円（0％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経費 95,905 千

円、研究経費 44,804 千円、一般管理費 55,133 千円となっている。 

 

②  経済学部・経済学研究科セグメント 

経済学部・経済学研究科セグメントは、経済学部、経済学研究科（修士課程）に

より構成されている。社会的課題を単一分野の知識・技能のみで解決することが困

難になっている点を踏まえ、経済学・経営学・会計学・法学・情報学の 5 つの学問

分野で活動する教員を擁しそれぞれの専門性を発揮することで分野横断的な学びを

提供し、社会的課題の現実的な解決に寄与する人材育成を行っている。 

経済学部・経済学研究科セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収

益△253,596 千円（△38％）、学生納付金収益 840,702 千円（125％）、受託研究

収益 1,130 千円（0％）、受託事業収益 3,696 千円（1％）、寄附金収益 3,604 千円

（1％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経費 118,698 千円、研究

経費 19,005 千円、一般管理費 12,259 千円となっている。 

 

③  システム工学部・システム工学研究科セグメント 

システム工学部・システム工学研究科セグメントは、システム工学部、システム

工学研究科（博士前期課程・博士後期課程）により構成され、令和５年度に情報教

育を基盤とした新たな教育課程（３領域８メジャー制）とし、キャリアプランに応

じた複合領域を学べるダブルメジャー制に加え、高度な専門知識と技術を実践的に

身につける６年制を導入した。さらに、男女が共に学び互いに切磋琢磨する教育環
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境を整備すべく学校推薦型選抜に新たに女子枠（入学定員 10 名）を新設するとと

もに、文部科学省のデジタル・グリーン等の成長分野をけん引する大学等の機能強

化に向けた「大学・高専機能強化支援事業」の「支援２（高度情報専門人材の確保

に向けた機能強化）」により高度情報複合系工学人材の育成に向けた教育体制や教

育環境の整備を進めている。 

システム工学部・システム工学研究科セグメントにおける事業の主な財源は、運

営費交付金収益 214,674 千円（15％）、学生納付金収益 1,039,928 千円（72％）、

共同研究収益 34,898 千円（2％）、寄附金収益 32,699 千円（2％）となっている。

また、事業に要した経費は、教育経費 139,870 千円、研究経費 188,871 千円、一般

管理費 121,233 千円となっている。 

 

④  観光学部・観光学研究科セグメント 

観光学部・観光学研究セグメントは、観光学部、観光学研究科（博士前期課程・

博士後期課程、専門職大学院）により構成され、経済の活性化と地域再生のカギと

なる観光産業のエキスパートの育成を目的としている。国立大学で唯一、観光学の

分野で学部から大学院博士課程までを一貫で持っており、全学組織である国際観光

学研究センターとともに、わが国における観光学教育研究の拠点になっている。令

和５年度には大学院観光学研究科に観光地域マネジメント専攻（専門職大学院）も

開設し、観光地域マネジメントを先導する「観光地域共創人材」の育成に取り組ん

でいる。 

観光学部・観光学研究科セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収

益△29,187 千円（△8％）、学生納付金収益 351,431 千円（96％）、寄附金収益

2,949 千円（1％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経費 63,646 千

円、研究経費 15,464 千円、一般管理費 10,516 千円となっている。 

 

⑤  社会インフォマティクス学環セグメント 

社会インフォマティクス学環セグメントは、社会インフォマティクス学環単独で

構成されている。経済学や観光学を中心とした社会科学と情報学を中心とした工学

を学ぶ文理融合型の教育課程として、広い視野と専門領域に応じた基礎学力及び応

用力を体系的に理解できる能力を持ち、データを利活用して社会の課題解決や地域

活性化に貢献できる人材の育成を目的とし、「学部等連係課程制度」に則って令和

５年度に創設された学部相当の新しい教育課程である。 

社会インフォマティクス学環セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付

金収益 4,280 千円（7％）、学生納付金収益 48,450 千円（81％）、寄附金収益 99

千円（0％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経費 10,087 千円、研

究経費 1,349 千円、一般管理費 5,094 千円となっている。 

 

⑥  附属機関等セグメント 

附属機関等セグメントは、紀伊半島価値共創基幹（地域協働ネットワークセンタ

ー、食農総合研究教育センター、災害科学・レジリエンス共創センター、紀州経済



  

14 
 

史文化史研究所を含む）、国際イニシアティブ基幹（グローバル化推進センター、

国際観光学研究センター、日本学教育研究センターを含む）、イノベーションイニ

シアティブ基幹（産学連携イノベーションセンター、アントレプレナーシップデザ

インセンターを含む）、学術情報センター、キャンパスライフ・健康支援センタ

ー、教養教育部門、キャリア教育・支援部門、データ・インテリジェンス教育研究

部門により構成されている。 

このうち紀伊半島価値共創基幹においては、これまでに構築した和歌山県内及び

大阪府泉南地域の 38 市町村との協力関係を維持、発展させるために、紀伊半島価

値共創基幹副基幹長及び職員が各市町村を訪問し、市町村が有する課題の情報共有

やそれらの課題解決に向けた取組等について協議を行った。これらの市町村訪問が

契機となり、本学教員が市町村の各種委員会委員に就任するなど、大学の知の地域

還元が促進されている。また、本学教員とともに地域課題の解決に取り組む市町村

職員の受入（価値共創研究員制度）や、学生の地域行事への参加にもつながってい

る。 

附属機関等セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収益 903,875 千

円（90％）、受託研究収益 35,250 千円（4％）、寄附金収益 21,248 千円（2％）と

なっている。また、事業に要した経費は、教育経費 169,898 千円、研究経費

104,868 千円、教育研究支援経費 235,342 千円となっている。 

 

⑦  附属学校セグメント 

附属学校セグメントは、教育学部附属小学校、同附属中学校及び同附属特別支援

課学校により構成され、学部と協力して教育の理論と実践に関する研究と実証を行

うこと、学部学生の教育実習の機関としての責務を負うこと、教育の現場の問題と

取り組み、教育研究を通して、地方教育の伸展に貢献することを目的としている。

令和６年度においては、複式教育を担う全国の附属学校と連携し、本学が中心とな

って令和４年度に立ち上げた「全国附属小学校複式学級研究会」の活性化として、

総会及び交流会を３回実施するなどの活動を実施した。 

附属学校セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収益 776,201 千円

（99％）、学生納付金収益 1,370 千円（0％）、寄附金収益 4,981 千円（1％）とな

っている。また、事業に要した経費は、教育経費 115,061 千円となっている。 

 

２．目的積立金等の申請状況及び使用内訳等 

中期計画の剰余金の使途において定めた大学機能の充実・発展に必要とする経費に充て

るため、当期総利益 339,514,358 円の全額を目的積立金として申請している。 

前中期目標期間繰越積立金の期首残高 310,044,754 円のうち、栄谷キャンパス他教育研

究環境整備事業に 142,450,000 円（固定資産の取得 125,707,393 円、修繕費による取り崩

し 16,742,607 円）、授業料免除実施経費として 267,900 円（奨学費による取り崩し 267,900

円）を使用した。 
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３．重要な施設等の整備等の状況  

（１）当事業年度中に完成した主要施設等  

  該当なし  

 

（２）当事業年度中において継続中の主要施設等の新設・拡充  

該当なし  

 

（３）当事業年度中に処分した主要施設等  

  該当なし  

 

（４）当事業年度中において担保に供した施設等  

  該当なし  

 

４．予算と決算との対比  

                                              （単位：千円）  

 

詳細については、各年度の決算報告書をご参照ください。  

 https://www.wakayama-u.ac.jp/about/public/fin/financial.html 

 

 

Ⅳ 事業に関する説明  

１．財源の状況  

 当法人の経常収益は 7,425,825 千円で、その内訳は、運営費交付金収益 4,113,148 千円

（55.4％（対経常収益比、以下同じ。））、授業料収益 2,316,419 千円（31.2％）、そ

の他 996,258 千円（13.4％）となっている。 

 

２．事業の状況及び成果  

（１）教育に関する事項 

予　算 決　算 予　算 決　算 予　算 決　算 予　算 決　算 予　算 決　算 差額理由

収入 7,571,977 7,822,381 7,552,892 7,530,513 7,931,719 8,074,968 7,492,094 7,550,336 7,403,828 7,601,707

運営費交付金収入3,870,547 4,004,604 3,683,915 3,745,048 3,756,746 3,862,212 3,934,485 4,001,486 4,160,191 4,271,911

補助金等収入 243,122 343,001 329,977 338,521 328,571 301,039 230,766 234,036 226,769 241,187

学生納付金収入 2,428,099 2,378,608 2,370,897 2,386,973 2,429,708 2,434,730 2,379,652 2,460,510 2,418,283 2,473,493

その他収入 1,030,209 1,096,168 1,168,103 1,059,971 1,416,694 1,476,987 947,191 854,304 598,585 615,116

支出 7,571,977 7,446,199 7,552,892 7,212,940 7,931,719 7,615,700 7,492,094 7,248,442 7,403,828 7,090,027

教育研究経費 6,635,701 6,533,872 6,410,524 6,259,094 6,648,572 6,378,147 6,840,424 6,583,541 7,059,062 6,687,497

その他支出 936,276 912,327 1,142,368 953,846 1,283,147 1,237,553 651,670 664,901 344,766 402,530 注

収入－支出 － 376,182 － 317,573 － 459,268 － 301,894 － 511,680 －

（注）差額理由

　　・その他支出

　　　　　主として産学連携等研究経費や補助金等の支出が見込みより多かったことによる増

区　　分
令和6年度令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
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国立大学法人の重要な事業の一つである教育において、当法人では、知識や技能の獲

得とともに新しい時代に対応した教育を提供し、将来の社会の担い手となるための基盤

を有する人材を育成することを基本理念に掲げている。令和６年度における教育に関す

る状況及び成果は下記のとおりである。 

①  教育学部における教育活動 

教育学部では、令和６年度で 23 年目となるへき地・複式教育実習や 12 年目とな

る教育ボランティア活動事業、平成 26 年度から実施している小規模校活性化支援事

業など、和歌山県内や大阪府など地域と密着し地域の抱える教育課題に取り組む実

践的教育を引き続いて実施している。また、チューター教員による相談・指導や、

就学上の問題を抱える学生を早期に発見し面談やキャンパスライフ・健康支援セン

ターと連携した支援を行う仕組みなど、学生一人一人に向き合ったきめ細かな指導

を行っている。 

 

②  経済学部における教育活動 

経済学部では、ディプロマポリシーに示しているコミュニケーション能力やタイ

ムマネジメント、クリティカルシンキングなどの獲得支援のため、企業等の研修を

手掛ける社会人講師を招いたラーニングスキル演習を実施している。また、経済デ

ータベースや法律データベースを学生も活用できるなど教育環境の充実にも努めて

いる。アセスメントテスト（PROG）を行い３年時と１年時の結果を比較することで、

学生自身に能力修得の振り返りをさせるとともに、テスト結果を継続的に分析し学

部教育へのフィードバックに活用している。 

 

③  システム工学部における教育活動 

システム工学部では、博士後期課程グローバルエンジニアリングコースの学生へ

の海外インターンシップ経費の補助による学生支援を行うとともに、連携大学院に

よる教育研究協力として産業技術総合研究所や大阪産業技術研究所の所員を客員教

授に委嘱、和歌山県工業技術センター所長を客員教授に委嘱、政府や企業の有識者

をゲストスピーカーに招聘した「システム工学入門セミナー」の実施など、産業界

と連携した教育を実施した。また、就学継続に困難を抱える学生へのチューターの

実施やＴＡ、ＲＡの活用等を通じて学生支援や教育の質の向上に取り組んでいる。 

 

④  観光学部における教育活動 

観光学部では、初年次導入教育に力を入れており、基礎演習の一環として和歌山

市内のフィールドワークを実施し、基礎演習授業終了後には基礎演習担当者会議を

開催して教育内容に関する共通認識の醸成及び授業改善に関する議論を行っている。

また、地域での実践的活動を通じた学習機会を提供する「地域連携プログラム（Local 

Partnership Program，ＬＰＰ）」や英語を使って観光を学びグローバルな視点で課

題解決に導くための知識・思考力を磨く「Global Program 2.0」、海外での学修機会

及 び Ｕ Ｎ Ｗ Ｔ Ｏ 等 国 際 機 関 と の 連 携 に よ る プ ロ グ ラ ム を 提 供 す る 「 Global 

Intensive Project，ＧＩＰ」などの特徴的な教育プログラムを展開している。 
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令和６年度は、観光地域マネジメント専攻（専門職大学院）の第１期生が修了を

迎え、10 名全員が修了した。 

 

⑤  社会インフォマティクス学環における教育活動 

社会インフォマティクス学環では、データ利活用により企業等を成長に導いた著

名人を外部講師として招聘し社会におけるデータの活用意義や実際の活用事例など

を学ぶ学環リレー講演会を計５回開催し、社会におけるデータ利活用の最前線の取

組を学ぶ活動を行った。 

  

（２）研究に関する事項 

国立大学法人の重要な事業の一つである研究において、当法人ではこれまで、研究に

より得られた科学的理論や基礎的知見の現実社会での実践に向けた研究開発を進め社会

変革につながるイノベーションの創出を目指すことを目標に、産業ニーズに対応した研

究プロジェクトの推進や観光学研究の高度化・国際化といった取組を進めてきた。令和

６年度における研究に関する状況及び成果は下記のとおりである。 

①  教育学部における研究活動 

教育学部では、附属学校等と連携し、共同研究事業として 27 件の研究課題を実施

し、うち 12 件は、大学・附属学校・公立学校の３者連携によるものであった。２月

に成果報告会を開催し、参加者数は 102 名で１テーマ当たりの参加者は昨年度の 2.8

名から 3.8 名に増加するなど関心の高いテーマが多数設定されたことを示している。

その成果は、紙媒体の成果報告書として刊行するとともに、学術リポジトリでも公

開している。 

 

②  経済学部における研究活動 

経済学部では、これまでの各種研究支援制度を統合し構築した研究活動支援制度を

設け、研究活動への助成や海外研究助成を行っている。また、教員が自身の研究内

容を報告するランチタイムセミナー（２回）や国内外の研究者を招聘した講演会（４

回）の開催、紀要『経済理論』、『研究年報』の発行などを行っている。 

 

③  システム工学部における研究活動 

システム工学部では、学生の学会・学外発表や教員の海外での学会発表、海外雑

誌への論文投稿を推進している。この事業により、学生の学会発表に対して指導教

員に配分するインセンティブ経費 287 件を支給したほか、学部論文賞受賞者への研

究費の配分や、英語論文投稿インセンティブ経費の配分、学部長裁量経費による特

色ある研究への支援など多様な経費補助を行い、研究活動の充実を図っている。ま

た、科研費申請者へのインセンティブの配分など外部資金獲得にも取り組み、科学

研究費９件、共同研究 16 件、受託研究３件、寄附金 12 件、学術指導８件を新規に

獲得した。 

 

④  観光学部における研究活動 
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観光学部では、国際観光学研究センター（ＣＴＲ）と一体的に研究活動を行って

おり、Management, Community, Culture＆Heritage の３ユニットを設け、個人又は

ユニット単位での研究活動や成果をＨＰで発信している。また、他大学等学外研究

機関との共同研究・研究連携の推進を目的としたＣＴＲ客員フェロー制度による本

学教員との共同研究やＣＴＲ短期研究員招聘制度による海外からの研究者の招聘、

学内研究員や客員フェローの研究成果等を紹介する全編英語の「Wakayama Tourism 

Review」の発行などにより、国内及び国際的な研究拠点形成のための基盤づくりを

進めている。 

⑤  社会インフォマティクス学環における研究活動 

社会インフォマティクス学環では、学部等連係課程という特性から、学環専属教

員３名と連携教員が連携しながら各々の専門分野を中心に研究を推進している。企

業の業務体験や業界団体の業界研究会の活用、統計データ利活用センター・和歌山

県データ利活用推進センターでの e-Stat を使用した統計データ分析、和歌山市消

防局のデータを使用したデータ分析など、実践的な研究を行っている。 

 

（３）社会貢献に関する事項 

国立大学法人の重要な事業の一つである社会貢献において、当法人ではこれまで地域

に貢献する人材の育成や地域の抱える課題にともに取り組むことを目標に、地域におけ

るフィールドワークなど地域資源を生かした実践的なキャリア教育や地域と連携協働し

た中長期インターンシップの実施、南海トラフ地震に備えた防災・減災に寄与する研究

プロジェクトといった取組を進めてきた。令和６年度における社会貢献に関する状況及

び成果は下記のとおりである。 

①  教育学部における社会貢献活動 

教育学部では、教育活動の項目でも触れたとおり、地域の教育課題に実践的に取

り組んでおり、和歌山県教育委員会や和歌山市教育委員会、大阪府南部の教育委員

会に対し、定期的な協議会の開催や共同研究事業など地域と連携した取組を推進し

ている。また、教育学部では国際交流活動にも取り組んでおり、令和６年度は、タ

イのカセサート大学附属学校から 17 名の教員が附属小学校・中学校や大学キャンパ

スを訪問、アメリカのロンクラーク・アカデミーから教職員と生徒総勢 20 名を超え

る方が附属中学校を訪問し生徒の家庭でホームステイを行った。 

 

②  経済学部における社会貢献活動 

経済学部では、和歌山地域経済研究機構や同窓会組織「柑芦会」、学内の地域協働

組織「紀伊半島価値共創基幹」等の事業への積極的な関与を通じ、積極的に社会連

携・貢献を行っている。経済学部研究推進オフィスでは、これらの成果・実績を幅

広く収集し、社会に発信している。また、海外客員研究員としてトルコから外国人

研究者 1 名を２週間招聘、中国・山東大学経済学院から研究員５名が来学し合同研

究発表会を開催するなど、国際的な学術交流を図っている。 

 

③  システム工学部における社会貢献活動 
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システム工学部では、和歌山化学工業協会との研究協力会、和歌山情報サービス

産業協会との若手研究者研究成果発表会や大学（院）生研究成果発表会、和歌山工

業技術センターとのロボットテクノロジー研究会の開催、地元企業３社との高度専

門型インターンシップ実施に向けた連携協定締結など、地域との連携に力を入れて

いる。また、マレーシア政府派遣留学生５名、グランデ・ドラードス大学（ブラジ

ル）、江原大学（韓国）、慶北大学（韓国）各１名の交換留学生受け入れ、パキスタ

ンからの国費外国人留学生（研究留学生）２名の研究生受け入れなど、国際交流に

も取り組んでいる。 

 

④  観光学部における社会貢献活動 

観光学部では、学生が和歌山県内や大阪府南部の市町村等と連携し地域課題に取

り組む「地域連携プログラム（Local Partnership Program : LPP）」を実施してい

る。令和６年度は、カリキュラムの一環として教員と受入地域が活動計画を作成す

る「連携教育 LPP（通称「L ゼミ」）」15 件と、学生が主体となる「学生主導 LPP（通

称「L 活」）」２件を実施し、延べ 155 名の学生が参加し、活動成果は報告書の形で

社会に還元した。さらに、佐賀県嬉野市の「嬉野未来づくり塾」の運営協力や鹿児

島県鹿児島市との「かごしま観光未来塾」への出講及び運営協力、同指宿市の地域

ＤＭＯ（いぶすき観光デザイン）主催の「データ活用セミナー」への出講、企画・

運営サポートなど、全国に活躍の場を広げている。 

また、前述のＧＩＰによる学生の海外語学研究プログラムへの参加、ＥＵの教育

助成プログラム「エラスムス・プラス」を活用した教員派遣、国連観光局駐日事務

所の International Affairs Group マネージャーや元ＵＮＨＣＲ代表を講師に招

いての学内公開講義など、積極的に国際交流活動を進めている。 

 

⑤  社会インフォマティクス学環における社会貢献活動 

社会インフォマティクス学環では、社会における課題解決のためのデータ利活用

に関する実践的な教育研究を実施している。令和６年度は、和歌山県の代表的な観

光地である白浜町と連携し、白浜町のＤＸの取組や白浜町の観光地や農業における

取組を体験、実践的な学びを得ている。 

 

３．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（１）リスク管理の状況 

 当法人では、本学の使命達成の障害となる要因をリスクとして識別、分析及び評価

し、当該リスクへの適切な対応を行う体制を整備している。また、リスク管理に係る

事務を統括する部署の設置、把握したリスクを低減するための検討、把握したリスク

に対する評価の定期的かつ継続的な見直しを行っている。  

 

（２）  業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況  

当法人の業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況は以下のとおりである。  

①業務の有効性・効率性  
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業務フローの整理並びに業務フローの各段階におけるリスク及びその発生原因の分

析を行っている。また、事故、災害その他の緊急時における業務の継続のための計

画を策定し、訓練等を実施している。 

 

②法令等の順守  

役職員の職務の執行にあたり、国立大学法人法又は他の法令、本学の定める規程へ

の適合を確認している。また、違反した職員に対する懲戒に関する規程その他の対

応の指針をあらかじめ定めている。 

③資産の保全  

施設の定期的な点検及び必要な補修の実施を行っている。また、研究費の不正防止、

適正管理、知的財産の保護について必要な規程を整備し、適切な管理を行っている。 

④財務報告の信頼性  

契約事務の適切な実施及び契約事務における相互牽制を確立し、国立大学法人和歌

山大学会計規則により財務及び会計に関する基準を定め、業務の適正かつ効率的な

実施を図るとともに、財政状態及び運営状況を明確化している。 

⑤その他のリスクの低減  

その他、情報セキュリティの確保、個人情報の保護、労働者安全衛生及びハラスメ

ント防止についても必要な取組を行うこととし、その状況について定期的に点検を

行っている。  

 

４．社会及び環境への配慮等の状況  

 本学では、環境方針において「地域に根ざす大学として、地域の環境保全や改善の

ための教育・研究を積極的に推進し、地域と一体となってその環境を保全すると共に

地域環境問題の認識と解決に貢献できる人材の育成に努めます」を掲げており、毎年

９月末に環境報告書を取りまとめ、公表を行っている。 

  https://www.wakayama-u.ac.jp/facilities/kankyou.html 

 

５．内部統制の運用に関する情報  

 当法人では、業務の執行が国立大学法人法又は他の法令に適合することを確保するた

めの体制、その他業務の適正を確保するための体制を整備すると業務方法書に定めたと

おり、国立大学法人和歌山大学内部統制規則を制定している。当該事業年度における運

用状況は以下のとおりである。 

①内部統制推進部門（各学部、研究科、附属機関等）において、所掌する業務におけ

る内部統制の整備及び運用状況について日常的にモニタリングを行っている。 

役職員の不正行為及び違法行為並びに内部統制上の著しい不当事実を発見し、又は

報告（通報を含む。）を受けた時には、該当事案の担当役員（内部統制担当役員）に

報告し、対応を協議した上で、速やかに必要な措置をとることとしている。 

②内部統制委員会を置き、内部役員を総括する内部統制総括役員は、毎年各内部統制

推進部門に確認を行い、確認結果と内部統制システムの維持及び改善に係る施策に

ついて委員会に提案を行う。同委員会の議を経て、学長は内部統制システムの維持
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及び改善を行う。 

③独立的評価として、内部統制の整備状況及び運用状況について、監事による監査を

実施している。 

 

６．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細 

（単位：千円） 

 

（２）  運営費交付金債務の当期振替額の明細 

①令和５年度交付分 

  

令和４年度 2,057 － － － － 2,057

令和５年度 91,673 － 17,589 － 17,589 74,084

令和６年度 － 4,184,421 4,095,559 － 4,095,559 88,862

交　付　金
当期交付金

期首残高交付年度

当　　期　　振　　替　　額

期末残高
小計

資　本
剰余金

運営費交付金
収　　　　益

(単位：千円)

金額 内訳

運営費交付
金収益

17,589

資本剰余金 －

計 17,589

運営費交付
金収益

－

資本剰余金 －

計 －

運営費交付
金収益

－

資本剰余金 －

計 －

合計 17,589

区分

業務達成基
準による振
替額

①業務達成基準を採用した事業等：栄谷キャンパス構内整
備事業
②当該業務に関する損益等
ア）損益計算書に計上した費用の額：15,477千円
（役務費：15,477千円）
イ）自己収入に係る収益計上：－
ウ）固定資産の取得額：2,112千円
（建設仮勘定2,112千円）
③運営費交付金収益化額の積算根拠
　当該事業の成果の達成度合い等を勘案し、17,589千円を
収益化。

期間進行基
準による振
替額

該当なし

費用進行基
準による振
替額

該当なし
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②令和６年度交付分  

(単位：千円)

金額 内訳

運営費交付
金収益

185,894

資本剰余金 －

計 185,894

運営費交付
金収益

3,407,893

資本剰余金 －

計 3,407,893

運営費交付
金収益

501,772

資本剰余金 －

計 501,772

合計 4,095,559

費用進行基
準による振
替額

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当及び年俸制導
入促進費、その他
②当該業務に関する損益等
ア）損益計算書に計上した費用の額：500,892千円（人件
費：491,981千円、その他費用8,911千円）
イ）自己収入に係る収益計上：－
ウ）固定資産の取得額：880千円（建物附属設備880千円）
③運営費交付金収益化額の積算根拠
　業務進行に伴い支出した運営費交付金債務501,772千円
を収益化。

区分

業務達成基
準による振
替額

①業務達成基準を採用した事業等：Japanology教育・研究
の展開によるグローバル人材育成拠点の形成～日本の特性
や地域の特長を生かした和歌山大学のグローバル化への挑
戦～、その他
②当該業務に関する損益等
ア）損益計算書に計上した費用の額：150,464千円
（人件費：93,627千円、消耗品費：20,143千円、その他の
経費：36,694千円）
イ）自己収入に係る収益計上：－
ウ）固定資産の取得額：35,430千円
（建設仮勘定23,980千円、工具器具備品11,450千円）
③運営費交付金収益化額の積算根拠
　「Japanology教育・研究の展開によるグローバル人材育
成拠点の形成～日本の特性や地域の特長を生かした和歌山
大学のグローバル化への挑戦～」、「データ駆動型経済社
会を先導するデータ・AI利活用人材の育成」、「地域一体
教育を基盤とした地域協働教育拠点「イノベーションイニ
シアティブ基幹（仮称）」の新設～アントレプレナーｼｯﾌﾟ
（ES）教育を核とした地域イノベーションの創出～」及び
「西２号館改修事業」については、当該事業の成果の達成
度合い等を勘案し収益化を行い、「ミッション実現加速化
経費（障害学生支援分）」については、令和６年度に事業
を終了しその目的を達成したことから、全額を収益化。

期間進行基
準による振
替額

①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用
進行基準を採用した業務以外の全ての業務
②当該業務に関する損益等
ア）損益計算書に計上した費用の額：3,363,938千円（人
件費：3,309,402千円、その他費用54,536千円）
イ）自己収入に係る収益計上：－
ウ）固定資産の取得額：43,955千円（コンピューターリー
スに係る短期リース債務43,955千円）
③運営費交付金収益化額の積算根拠
　学生収容定員が一定数（90％）を下回った相当額1,452
千円）を除き、期間進行業務に係る運営費交付金債務を全
額収益化。
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（３）  運営費交付金債務残高の明細 

 

 

  

（単位：千円）

交付年度 残高の発生理由及び収益化等の計画

業務達成基準を
採用した業務に
係る分

－

期間進行基準を
採用した業務に
係る分

2,057  学生収容定員分
・学生収容定員の一定数（90％）を満たさなかったため、そ
の未達分を債務として繰り越したもの。
・当該債務は、中期目標期間終了時に国庫返納する予定。

費用進行基準を
採用した業務に
係る分

－

計 2,057

業務達成基準を
採用した業務に
係る分

69,901  栄谷キャンパス構内整備事業のための特別措置枠
・栄谷キャンパス内の基幹インフラの老朽化箇所の改修を計
画的に進めており、シンボルゾーン改修や給水ポンプ更新、
サーバー用空調機更新について、準備を進めている段階で改
修の実施に至っていないため、債務として繰り越したもの。
・計画的に改修工事を実施していっており、翌事業年度以降
に収益化する予定。

期間進行基準を
採用した業務に
係る分

4,183  学生収容定員分
・学生収容定員の一定数（90％）を満たさなかった未達分及
び基準標準超過率（110％）を超える在籍者があった超過分
を債務として繰り越したもの。
・当該債務は、中期目標期間終了時に国庫返納する予定。

費用進行基準を
採用した業務に
係る分

－

計 74,084

業務達成基準を
採用した業務に
係る分

37,665  西２号館改修事業のための特別措置枠
・老朽化した西２号館の機能維持改修を進めており、準備を
進めている段階で改修の実施に至っていないため、債務とし
て繰り越したもの。
・翌事業年度に改修工事を実施し、収益化する予定。

期間進行基準を
採用した業務に
係る分

1,452  学生収容定員分
・学生収容定員の一定数（90％）を満たさなかったため、未
達分を債務として繰り越したもの。
・当該債務は、中期目標期間終了時に国庫返納する予定。

費用進行基準を
採用した業務に
係る分

49,745  退職手当
・退職手当の執行残であり、翌事業年度以降に使用する予
定。

計 88,862

運営費交付金債務残高

令和４年度

令和５年度

令和６年度
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７．翌事業年度に係る予算  

                                   （単位：千円） 

 
  

金額

収入 7,675,697

運営費交付金収入 3,806,884

施設整備費補助金 779,890

補助金等収入 306,441

自己収入 2,478,516

　授業料、入学金及び検定料収入 2,411,582

　雑収入 66,934

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 139,746

目的積立金等取崩 164,220

支出 7,675,697

業務費 6,658,666

　教育研究経費 6,658,666

施設整備費 779,890

補助金等 97,395

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 139,746

収入－支出 0

翌事業年度の雑収入のうち、11,593千円は大学入学共通テスト実施料収入、12,383千円は学生
寄宿料収入、11,911千円は学校財産貸付料収入によるものである。また、教育研究経費のうち、
1,385,433千円は基盤的経費によるもの、348,735千円は学長裁量経費によるもの、121,673千円
は大学特別支援経費によるものである。
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Ⅴ 参考情報 

１． 財務諸表の科目 

① 貸借対照表 

有形固定資産 土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわ

たって使用する有形の固定資産。 

減損損失累計額 減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定し

た使用計画に比して著しく低下し、回復の見込みが

ないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を

回収可能サービス価額まで減少させる会計処理）に

より資産の価額を減少させた累計額。 

減価償却累計額等 減価償却累計額及び減損損失累計額。 

その他の有形固定資

産 

図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。 

その他の固定資産 無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投

資有価証券等）が該当。 

現金及び預金 現金（通貨及び小切手等の通貨代用証券）と預金（普

通預金、当座預金及び一年以内に満期又は償還日が

訪れる定期預金等）の合計額。 

その他の流動資産 未収学生納付金収入、たな卸資産等が該当。 

大学改革支援・学位

授与機構債務負担金 

旧国立学校特別会計から独立行政法人国立大学財

務・経営センターが承継した財政融資資金借入金で、

国立大学法人等が債務を負担することとされた相当

額。 

長期借入金等 事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた

長期借入金、PFI 債務、長期リース債務等が該当。 

引当金 将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失と

して見越し計上するもの。退職給付引当金等が該当。 

運営費交付金債務 国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

政府出資金 国からの出資相当額。 

資本剰余金 国から交付された施設費等により取得した資産（建

物等）等の相当額。 

利益剰余金 国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の

累計額。 

繰越欠損金 国立大学法人等の業務に関連して発生した欠損金の

累計額。 
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② 損益計算書 

業務費 国立大学法人等の業務に要した経費。 

教育経費 国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる

教育に要した経費。 

研究経費 国立大学法人等の業務として行われる研究に要した

経費。 

教育研究支援経費 附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等

に所属せず、法人全体の教育及び研究の双方を支援

するために設置されている施設又は組織であって学

生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経

費。 

人件費 国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法

定福利費等の経費。 

一般管理費 国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要

した経費。 

財務費用 支払利息等。 

運営費交付金収益 運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相

当額。 

学生納付金収益 授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

その他の収益 受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。 

臨時損益 固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

目的積立金取崩額 目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当

期総利益）のうち、特に教育研究の質の向上に充て

ることを承認された額のことであるが、それから取

り崩しを行った額。 

 

③ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキ

ャッシュ・フロー 

原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費

支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通

常の業務の実施に係る資金の収支状況を表す。 

投資活動によるキ

ャッシュ・フロー 

固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出

等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる

投資活動に係る資金の収支状況を表す。 

財務活動によるキ

ャッシュ・フロー 

増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及

び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び

返済等に係る資金の収支状況を表す。 

資金に係る換算差

額 

外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 
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２．  その他公表資料等との関係の説明  

 事業報告書に関連する報告書等として、以下の資料を作成している。  

 

①和歌山大学概要 

和歌山大学概要については、組織、教職員数、学生数などの基本

的な情報を掲載している。 

当資料は、当法人のホームページに掲載している。 

https://www.wakayama-u.ac.jp/about/public_information_gallery/  

 

 

 

 

 

②大学案内 

大学案内については、主として受験生向けに、学部の紹介や特色

ある取組などの情報を掲載している。 

 当資料は、当法人のホームページに掲載している。 

https://www.wakayama-u.ac.jp/about/public_information_gallery/ 

 

 

 

 

 

③和歌山大学財務報告書 

和歌山大学財務報告書は、決算のポイントや財務諸表、財務分析

などの財務状況や各年度の主な取組などの情報を掲載している。 

 当資料は、当法人のホームページに掲載している。 

https://www.wakayama-u.ac.jp/about/public/fin/financial.html 

 

 

 

  

 

  



  

28 
 

 

以上  


